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成 果 配 分 制 度 と 会 計

須 田 一 幸
（関西大学）

Ｉ． 問題の提示

企 業 は プ リ ン シ パ ル ・ エ イ ジ ェ ン ト 契 約 の 集 合 体 （ｎｅｘｕｓ ｏｆｃ㎝ｔｒａｃｔｓ） だ 、 と い う 見 方 が

ある。 エイ ジェ ンシー 費用 を最小にする効率的契約が企業 価値を最大に し、 効率的契約の 中に

は モ ニ タ リ ン グ シ ス テ ム や イ ン セ ン テ ィ ブ シ ス テ ム な ら ぴ に ポ ン デ ィ ン グ シ ス テ ム が 組 み 込 ま

れ、 会計情報 がそこで重要 な役割を果た しているという （ワッ ツ・ ジマーマ ン ［１９９１］）。

財務諸表に示された利益 に連動する報酬制度は、 外部報告会計 数値に依拠したイ ンセ ンティ

ブシステムの典型である。 本 稿では、 皿で米国企業における報酬制 度と会計の関係を考察 し、

皿 で日本企業における報酬制 度と会計の関係を検討する。 その結果、 日 米の企業とも利益連動

型 報酬制度をイ ンセ ンティ ブシステムと して活用 していること が明 らかとなる。 しかし、 その

制 度の対象に相違があることに注意 しなけれぱならない。 米国企業 では経営 者を対象 にした利

益遵 動型報酬制度が広く設け られているが、 そのような制度を設けてい る日本企業 は少なく、

む しろ 従業 員を対象にした成果配分制 度が多く 見うけられる。

一
その相違をｌＶで会社統 治機構と

いう視 点から分析する。 最後に、 利益連 動型 報酬制度 がイ ンセ ンティ ブシステムと して有 効に

機能するた めに必腰 な会計制度のあり方 を指摘 したい。

皿． 米国企業における 経営者報酬制度と会計

１． 経営者報副制度

米国の大規模な製造業１
，
０００社のうちで、 外部報告利益に 基づいた経営者報酬制度 を設 けて

いる企業は１９８０年時点で９０％以上に及 ぴ、 中でもボーナス制度 とパ フォ ーマ ンス 制度 が 最も

普 及 し て い る と い う （Ｈｅａ１ｙ，ｅｔ ａ
１． ［１９８７］）。

Ｓ１ｏａｎ［１９９３］ によれ ば・１９８８年 時点でボーナス制度を設けている企業 は全体 の９９％、 長期パ

フォ ーマ ンス制度を設けてい る企 業は３５％を占めていた。 それ ぞれ を簡 単に紹 介しよう。

ω ボーナス制度

ボーナス 制度は、 年次利益の目標 額が達成されれば、 それに応 じて経営者に現金が支払 われ

る 報 酬 制 度 で あ る （Ｈｅａ１ｙ，ｅｔａＬ ［１９８７］）。 そ の 内 容 は 企 業 ご と に 異 な り 多 様 で あ る が、 Ｈｅａｌｙ

［１９８５
，ｐ．
３６８］ は共通 した特徴と して次 の４つ を挙 げている。

ｌａ） ポーナス 算定 の基 礎となる報告利益 の概念を明示 している、

（ｂ） 目標利益 額を設 けている、
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ｌＣ〕 報告利 益が目標額を超え れぱ、 その超 過額 の何 ％かがポーナス支給総額
となり、 最大支

給総 額が事前に取り決め られている、

ｌｄ） 報告利益が目標 額を超えなけれぱボーナス は支給されな い。

た と え ぱ、 Ｓｔａｎｄａｒｄ Ｏｉ１Ｃｏｍｐａｎｙ ｏｆ Ｃａ１ｉｆｏ ｍｉａ は
１９８０ 年 の ボ ー ナ ス 支 給 基 準 を 次 の よ う

に示している （Ｈｅａ１ｙ［１９８５，ｐ．
３６８］）。「当該年度 の当社年次 利

益 が年 次資 本投 資額 の６ ％ を

上回った場合、 その超 過額の
２％を報酬支払い の基金とする。 た

だし
、 年
次利益 とはポー ナス

費用と支払利息を控除する前の純利益 （監査済み） であり、 資本投資額とは固定負債および白

己資本の簿価合計額の期首と期末の平均値である。」

注意すぺき は、 年次 利益に基
づいてボーナ ス支給総額 が決定され、 そ の年 次利 益が監査済み

財務諸表の数値を基礎 にして決定されること である。 ポーナ ス支給総額は年 次利 益と連動する

ため、 当期の ボーナ スを最犬に しようとする 経営者は当期 利
益の最犬化をはかるであろう。 し

たがって、 ある長期 的 プロ ジェク トから得 られる将来
キ ャッシュフローの正味現在価値がプラ

スであっても当期 利益にマイナス の影響 を与 えるな らぱ、 経営者はそのプロジェクトに対する

投資 を避 ける かもしれない。 ボーナ ス制 度は経営者 に短期 的視野
をもたらす可能性がある。 そ

こ で、 長期的 視野を持っイ ンセ ンティ ブを与える報酬 制度
と して登場 したのが、

パフォーマ ン

ス制 度な のである。

１２） パ フォ ーマ ンス制度 の内 容

パ フォ ーマンス制度 は、 長期 間 （３年から５年
） の目標利益を 設定 し、 それ が達 成さ れた場

合に現金ま たは株式が 支給される経営者報酬制度 である （Ｈｅａ１ｙ，ｅ
ｔａ１・［１９８７コ九 目標 利益 を

達成しても経営者の報 酬は一定期間が終了するま で据え置か れる。 毎年支給さ れるボーナス制

度 と は、 こ の 点 で 異 な る。

パフォーマ ンス制 度も企業 ごとに異なって いるが、 一 般的 な 特質 を示 せ ぱ次の よ うに
な る

（Ｌａｒｃｋｅｒ ［１９８３， ｐ．
４２０］）

ｏ

ｌａ〕 当該企業の報酬委員会が、 業績目標 （一株当り利益の増加を目標に掲
げる場合が多い）

と実行期間 （３年か ら５年が多 い） を設定する、

ｌｂ〕 各経営者に 一定数の自社株 を割り 当て、 実行期間 末日の株価にその数を乗 じた額
が報酬

の支給限 度額となる、

ｌＣ〕 業績目標の達成度合に応じて支給率が決定され 乱 したがって・ 各経営者に支給される

報酬額＝支給限度額×支給率、 とな 孔

た と え ぱ・ Ｅｍｅｒｓ㎝ Ｅｌｅｃｔｒｉｃ の １９７７ 年 度 に お け る
パ フ ォ ー マ ン ス 制 度 は、 実 行 期 間 を ５ 年

にし、
一株当 り利益 （１９７６年 度＝２．０５ドル） が３．４８ ドル未満

な ら支給率ゼロ、 ３．４８ ドル以 上

３．５５ ド ル 未 満
な ら 支 給 率 ５０％、 ３．５５ ド ル 以 上 ３．６０ ド ル 未 満 な ら 支 給 率 ７０％、 ３．６０ ド ル 以 上

な

ら支給率１００％ であり、 支給方法 は現金
が２０％で普通株 が８０％となっている （Ｌａｒｃｋｅｒ［１９８３，

Ｐ．４２１］）。
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１３〕 パフォーマ ンス制度 の効果

われわれは、 このパフォー マ ンス制度が、 ①経営者 に長期的 視野 を与 えることに成功 してい

る、 ② 株 価 の 上 昇 を 招 来 し て い る、 こ と に 注 目 し た い。 Ｌａｒｃｋｅｒ ［１９８３，ｐ．４３２コ が、 業 種 や 規

模などは同じであるがパフォー マンス制度を採用 した企業と採用していない企業にっ いて、 各々

の長期 投資額（１〕を比較したところ、
パ フォ ーマ ンス制度の採用前は両企業に有意な差 はなく、

採用後 に有意な差が生 じたこと が判明 した。 これ は、 パフォー マンス制 度の採用 が企業の長期

投 資を導く という仮説を受容 し、 上記 ①を支持する証拠となる。

さ らにＬａｒｃｋｅｒ［１９８３］ は、
パ フォ ーマ ンス制度を採用す ると いう情報 が株 式市 場に ど のよ

うな影 響を与えるカ）を調査 した。 パ フォ ーマ ンス制度の採用に関する議案 を示 した委 任勧誘状

（ｐｒｏｘｙｓｔａｔｅｍ ㎝ｔ） が 提 出 さ れ た 日 を、 情 報 の 公 表 日 （ｔ＝Ｏ） と し、 そ の 前 後 ５ 日 （ｔ＝ 一５，…，

Ｏ，…，十５） の異常投資収益率を調
べた。 そ して、 パフォーマ ンス制度を採用 してい な い企 業に

っ いて も、 同様の異常投資収益率
を求 め、 両者を

比較 した。 その結果、 採用企業 の異 常投資収

益率 はｔ＝ 十１で有意な正 の値 となり、 不採用企業 の異常 投資収益率が 有意 な値 に なる ケー ス

はなかった。 各日における両企業の異常 投資収益率の差を求めｔ検定を実施 して も、 さらにま

たウィ ルコクス ン検定を行っても、 有意な 正の株価反応がｔ＝十１で生 じた こと が支 持さ れ て

い る （Ｌａｒｃｋｅｒ ［１９８３，ｐｐ，
４３８－４４１］九 つ ま り 「パ フ ォ ー マ ン ス 制 度 の 採 用 は 証 券 市 場 の 好 意

的 反 応 と 関 連 し て い る」 （Ｌａｒｃｋｅｒ ［１９８３，ｐ，４４１］） こ と に な り、 ② の 裏 付 け と な る 証 拠 を 提 供

し て い る の で あ る。

大規模製造会社の９０％以上の会社が外部報告利益に基づいた経営者報酬制度を設け、 その

中のパフォーマ ンス制 度は、 経営者に長期的 視野 を持っイ ンセ ンティ ブを与え、 株式市場 はそ

の 制 度 の 採 用 に 好 意 的 に 反 応 し た。 つ ま り・
パ フ ォ ー マ ン ス 制 度 が イ ン セ ン テ ィ ブ シ ス テ ム と

して有効に機能 し・ 株主 の富 を増加させているの であ 孔 エイ ジェ ンシー費用が削減された結

果であると考えてよ い。

現在のところ実証 はさ れていないが、 ボーナス制度 もイ ンセンティ ブ システムとして有効に

機能していると思わ れる。 でなけれぱ、 今世紀初頭か ら
ω 現在まで多 く の企 業が こ の制 度を

採用 している事実を説明 でき ない。

そ して、 ボーナス制度とパ フォ ーマンス制度がいずれ も監査済み財務 諸表 の数値に依拠 して

いるこ とに注目すれぱ、 外部報告会計 がイ ンセ ンティ ブシステムの一現 としてエイ ジェ ンシー

費用の削減 に貢 献していると考え られる。 ここに会計の報酬契約支援機能 が観察さ れ、 その機

能が企業価値 と深く かかわっているこ とがわかる。

２． 利益連重カ型報副制度と会計手債き選択

外部報告会計に報酬契約支援機能があるとしても、 報酬契約支援機能は外部報告会計におけ

る様々 な機能の中で 墳末 な機能で しかな い可能 性がある。 そこで、 次に利益連動型報酬制 度が
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外部報告会計に どのような影 響を与えている のかを問題に したい。 も し利益連動型報酬制度が

外部報告会計に システマティ ックな影響を与 えているのであれぱ、 会計の報酬契約支援機能 は

他の機能と比較して墳末なものではないと考えられ 孔

次のようなボーナス制 度仮 説を設定 し、 米 国企業
を対象にした仮説検定が多数 行わ れて いる

（ワ ッ ツ ・ ジ マ ー マ ン ［１９９１］）ｏ

ポーナス制度仮説：他 の条 件が等 しい とす れぱ、 ボーナス制度のある企業 の経営者は当期利

益を増やす会計手続き （利益増加型会計手続き） を選択する傾向があ 孔

た と え ぱ Ｈａｇｅｒｍａｎ ａｎｄ Ｚｍｉｊｉｅｗｓｋｉ ［１９７９］ は、 ボ ー ナ ス 制 度 の 有
無 と 減 価 償 却 法 お よ び

投資税額控除会計の関係を調べ・ ポーナス制度のある企業ほど定額法償却・一括控除法 （利益

増加型 会計手続 き） を採用 する傾向 があ る、 という結果を搏た。 Ｈｅａ１ｙ ［１９８５
］ はボー ナス 制

度 の詳細 を調査 したうえで、 会計手続 き選択との関係を検証 している。 その結果、 常に
ボーナ

ス制 度仮説が支 持さ れるとはか ぎらず、 利益額が ボーナス制度 で設 けられている目標利
益額を

超 え、 かっ 報酬 額が支給上限額以内 にあれぱ、 経営者 は当期の 報酬 を最大にするた
めに利益増

加 型会計手続 きを選 択する傾向 があ る、 ということがわかった。

Ｃｈｒｉｓｔｉｅ［１９９０］で は、 ポーナス制度仮 説を検証した過去の研究 （６件） に っい て、 ①
それ

ぞれの有意水準を対象にしたカイ ２乗検定・ ②そ
れぞれのｔ値 に関する漸近理論に従った 検定

な どを行ってい 乱 その結果・ ボーナス綱度の有無 は利
益増加 型会計手続き選択につ いて有意

な 説明力を有していることが判明 した。

これらの実証研究から、 利益遵動型報酬制度と会計手続き選択に一定の因果関係があり、 報

酬契約が外部報告会計に システ マティックな影響 を与 えて いることがわかる。 っまり、 会計 の

報酬契約支援機能は決 して墳末 なもので はなく、 米国企業 の会計実務を左右 しているのである。

皿． 日本企業 における報酬制 度と会計

１． 利益連動型の経営者報酬制度

わが国でも、 かつて は利益連 動型経営者報酬制 度があった。 たとえ ぱ江戸 時代、 日野商人の

中井源左衛門家は遠隔地に３０前後の出店・ 枝店を持ち、 各店に使用資本 の１Ｏ％以 上 の利 益を

上げる貢任を課し、 目標超過利益額の１Ｏ％を支配人 （番頭） に配分 していたという （朝日新

聞編，１９９１，１ｏｏ頁）。 ま た 「江戸期の三 井家 では奉公人
重役の賞与 が利 益額に依存 していた」

（西川
，
１９９１
，
４２頁） という事実 も示されてい 孔 寛 政元 年 （１７８９年） におけ る西川 家 の 「三

ツ割銀」 という制度 は・ 純 利益の ％を奉 公人に与えるという趣 旨の ものであった （高橋
［１９７３，

２０１頁］・ 鍵山 ［１９８４，
５貢］）。 この三 ツ割 銀制度は明治１１年 にお い ても 採用 さ れて いた ら し

い （高橋 ［１９７３］九 あ るいは・ 明治 ６年に創立された第一国 立銀 行 は毎 期純 益 金の １７％ を 役

員に配分する規則 を設けていたので ある （鍵山 ［１９８４，
８頁］九

しかし現在・ 経 営者のみ
を対象 とした報酬制度で・ 米国の ボーナ ス制度とパフォーマ ンス制
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度 に相 当するものはわが国にない。 もっとも、 わが国でそ のよ うな制度を設けることが法律に

違 反す るわけではない。 米国の利益連 動型報酬制度を紹介 した 並木俊守 ［１９８４，１１１貢］ は、

「このこと は、 日本におい ても当然許されるのであっ て、 取締役と代表取 締役 との 契約 に よっ

て、 毎営業年度の期間利益の一定割合の成功報酬の支払を受ける旨を合意することは、 もとよ

り許さ れる。 これを、 取締役の賞与と名 づけたとしても、 それ が取 締役の職務執行の対価と し

て支出さ れるものであ る以上、 商法第２６９条の報酬に該 当し、 株主総会 で決議 した報酬額 の範

囲にお ける支出 である 限り、 特に定時総会 の利 益処 分の決議を得る ことなしに、 支出 すること

ができる」 と論 じて い 孔 ところが 「従来、 日本に おいては、 取締 役の報酬 は、 もっ ぱら定額

で支出され、 定時総会に おいて利益処分による賞与 として支給される ほかは、 あ らか じめ成功

報酬の支払が契約される ことはほとん どない」（並木俊守
，
１９８４
，
１１２頁） のであ 孔

２． 成果配分制度

米国のように経営者の みを対象にしたボーナス制度 は日本に存在 しないに しても、 イ ンセ ン

ティ ブシステムと しての利益 連動型報酬制度がわが国企 業に全く ないわ けではない。 管理職 を

含む従 業員全体を対象と した 「成 果配分制度」 がそれで ある。 わが国における会計の報酬契約

支援 機能を考察するとき、 わ れわ れはこの成果配分制度に注 目したい。 それは、 第１に、 成果

配分制 度が利益や売 上高な どの会計数 値に依拠した報酬制度 だからであり、 第２に、 成果配分

制度 はわ が国の報酬 制度において古い 歴史を持っているか らであ る。

成果配分制度 は、 一般に 「個別企業 の生産性 向上成果を労働者 に分配する制度」 といわれて

いる （『新版 体系経営学 辞典』 ダイヤ モン ド社，１Ｏ１５頁）。 従業員 を主な対象 とす る制 度 であ

るが・ 本稿 でケースと して取り上 げた企業 （２７社） の多く は管 理職 も 支給 対象 に してい る。

したがって成果配分制度 は、 従業員のみな らずミ ドルマネ ジメ ントの報酬制度の１っ であると

考えてよい。 また 「生産性向 上成果」 の測定基準が問題 となるが、（ａ〕生産量 １ｂ〕生産高ま たは

売上高 １ｃ〕人件費／生産高比 率 １ｄ〕利益額 １ｅ肘 加価値 分配率な どが用い られ、 わが国 ではｌｃ）

を 測 定 基 準 と し た ス キ ャ ン ロ ン ・ プ ラ ン と、 ｌｄ）
を 基 準 と し た プ ロ フ ィ ッ ト ・ シ ェ ア リ ン グ （利

益分配） 制・ およびｌｅ）を基準 にしたラッカー・ プラ ンが よく 知られている （『新 版 体系 経 営

学辞典』 ダイ ヤモン ド社，
１Ｏ１６頁）。 いずれも会計数値を用 いていることに変わりはない。

犬正時代から日本郵船と片倉製糸紡績が利益分配制を採用していた史実が残されている （鍵

山 ［１９８４
，
１４頁］）。 十条製 紙が利益分配制を採用 したのは昭和３１年 だった （『新版 体系経営

学辞 典』 ダイ ヤモン ド社，１Ｏ１６頁）。 後に詳しく 検討する ジョ ンソ ンは昭和 ３８年に成果配分制

度を導入 し、 現在 に至 っている。

このよ うに 成果配分 制度とりわけ利益分配制 は、 わが国で古く から採用 されていたのである。

イ ンセ ンティ プシステ ムとして成果配分制度が有効 であることは、 歴 史が証明 して いるといえ

よ ㌔ で は現在 はどう か。 ま ず、 どれだけの企業が成果 配分制度を適用 しているの かを確認す
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る ｏ

成果配分制 度を採用 して いる 企業 の割 合が、 第１表 で企 業規模別に示されている。

第１表 成果配分制度の適用企業 （％）

企 業 規 模 賞与を支給した企業 適 用 企 業 適用してない企業

１
，
㎝ 人以上

１００－９９９ 人

３０－９９ 人

全社

１００．Ｏ

１００
．
Ｏ

１００
．
Ｏ

１ＯＯ
．
Ｏ

１６
，
４

３３，８

３１
，
７

３２
．
Ｏ

８３
，
６

６６
，
２

６８，３

６８．Ｏ

出 典 ： 大 橋 ［１９８９，３４２ 頁］

従業員１，
ＯＯＯ人以 上の大企業のうちで成果配分 制度を採用 しているの は全体 の１６，４％で、 む

しろ従業員１００－９９９人の中規模企業のほうが 成果 配分制度 を多く採用 している （３３．８％）。 全

社については、 全体 の３２．Ｏ％が成果配分制度を採用
していることがわかる。

次に、 配分され る 「生産性向上成果」 の測定 基準
が間題と なる。 成果配 分制 度を採用 してい

る企業を、 Ａ：生産 高・売上高 を基準とする、 Ｂ：付加価値
を基準とする、 Ｃ：利益を基準 と

する、 に分類 し百 分率で示 した のが第２表 である。 た
だ し複 数の基準を併用 している企業もあ

り・ ＡＢＣの合計 は適用企業の ％と一致 してい
ない。

第２表 採用した測定基準 （％）

企 業 規 模 資 与 を 支 給 した 企 業 適 用 企 業 Ａ Ｂ Ｃ

１，㎝
人 以 上

１００－９９９ 人

３０－９９ 人

全社

１００
．
Ｏ

１ＯＯ
．
０

１００
．
Ｏ

１００
．
Ｏ

１６
，
４

３３，８

３１，７

３２．Ｏ

（８．Ｏ
） （３．Ｏ

） （１３
，
Ｏ）

（１６．５） （５．６） （２５．
４）

（１４
．
２） （３．

７） （２４
．
６）

（１４
．
７） （４

．
２） （２４

．
６）

Ａ ： 生 産 高 ・ 売 上 高 を基 準 と す る Ｂ １ 付 加 価 値 を 基 準 と す る

Ｃ ： 利 益 を 基 準 と す る

出 典 ： 大 橋 ［１９８９，３
４２ 頁］

第２表から、 利 益を基準に した、 いわゆる利
益分配制 が多く 採用 されていることがわかる。

全社についていえ ぱ、 ２４．６％の企業
が利益分配制 を採用 している。 続 いて、 生産高 ・売 上高 を

基準とする企業 が多く、 付加価値 を基準
と したラッカー・ プラ ンを採用 している企業はさほ ど

多 く な い。

以上で、ｌａ）成果 配分制度はわ が国 で古く から採用さ れていた、ｌｂ現 在で
も約 ％の企業 が成果

配分制度を適用 している、ｌＣ沖 でも利益分 配制が多く採用 されている、 こ
とがわかった。 こ れ

は、 成果配分制 度
がイ ンセ ンティ ブシステムの１つと して有効であり、 会計数値 （とりわ け利

益額） がその 制度で重要な役割 を担っていることを示す 証拠となる。 報酬契約 にお ける 会計 の

契約支援機能 が、 わが国 でも観察されるの
だ。
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しかし、「会計数値の算定 方法」 と、「会計 数値に基づいた成果配分額 の決定方法」 が明 らか

と なっ ていないことに注意しなけれぱな らな い。「会 計数値の算定方法」 がわ か れ ぱ、 成 果配

分制度 で用 いられる会計数値が公表され た財 務諸表における数値なのか内部資料の数値なのか、

が明 らかとなる。「会計数値に 基づいた成果配分額の 決定方法」 がわかれぱ、 成果 配分 額 が会

計数値 と直接連 動す るのか間接的関係で しか ないのか、 が判断できる。 もし、 公 表された財務

諸表の数値 を用 い、 その数値と成果配分額 が直接連動するのであれ ぱ、 会計 基準 の変更が成果

配分制度に 大きな影 響を及ぼすことになる。

３． 事 例 研 究

須田 ［１９９３］ は成果配 分制度を採用 している２３社にっいて、 ①支給形態、 ②導 入 年度、 ③

基準となる会計数値、 ④配分 総額の算定式な どを調査 した。 その後、 以下の４社 も成 果配分制

度を採用 しているこ とがわかり、 前記４項目にっ いてヒアリン グを実施 したところ、 第３表に

示されているような結果 が得 られた。

第 ３ 表

企 業 名 支 給 形 態 導 入 年 度 基 準 と な る 会 計 数 値 配 分 総 額 の 算 定 式

マッ ク ス 賞 与 １９８７ 営 業 利 益 違 結 営 業 利 益 ＸＯ．２８

ユ ニ デ ン 賞 与 １９９４ 経 常 利 益 経 常 利 益 違 成 率 Ｘ 固 定 給

ニ チ メ ン 賞 与 １９９４ 売 上 高 な ど 連 結 売 上 高 ・ 経 常 利 益 な ど の 増 加 率 で

算 定

ソ フ ト バ ンク 期 末 手 当 １９９４ 当 期 純 利 益 税 引 き 後 当 期 純 利 益 の 増 加 額 に 相 当 す

る 自 社 株 を チ ー ム リ ー ダ ー に １Ｏ 年 で

分 割 支 給

須田 ［１９９３］と今回 の調 査の結果、 成果配分制 度で用 いられる会計数値 はす べ て公 表財 務諸

表 （中 闇財務諸表を含む） の数値を基礎 にしていることがわかった。 た だし、ｌａ）財務諸表の数

値 をそ のまま 成果配 分額の算定式に適用す る方法と、ｌｂ〕財務諸表の数値 から比率を求め、 それ

を係数化 しウエイ ト付け したうえで成果配分 額の算定式に適用する方法、 お よび（Ｃ）財務諸表数

値が内部 で設けた予 算額を上回ったときだ け超 過額を成果配分額の算定式に組 み込む方法、 な

どがある。ｌＣ〕の方法は、 成果配分額が予算額 に依 存しており、 会計数値と成果配 分額の関係は

間接的であ ると いえ よう。 ま た（Ｃ）の方法で は、 成果配分額が夏冬の通常の賞与と は別 の 「期末

手当」 と して支給さ れるため、 会計数値が従業員 報酬に与える影響も相対的に小さ いと考えら

れ 孔 会計数値 の従業員 報酬 に対する影響が相対的 に犬きいのは、ｌａ〕またはｌｂ〕の方法を適用し、

かっ 「期末手当」 ではなく通常の賞与が成果配分制度のもとで支給される場合であ 孔

ソキアは、ｌａ〕の方法を用い賞与 として支給 している。 ジョ ンソ ンは、（ａ）の方法を用 い期 末手

当 として支給 している。 また、 内田洋 行はｌｂ〕の方法 を採用 し、 日 本工営はｌｃ〕の方法を用 いてい

孔 それぞれを簡単に紹介 しよう。 いずれも１９９２年時点 のもので あ 孔
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ｌ１〕 ソキア

ソキアは１９８６年以降 「利益連動型管理職賞与制度」 を設けており・ 管理職 （役職でいえぱ

課長 ・部 長） の賞与を当該期間 の営業利益に連動させ て支 給している。 管理職賞与 は、 基礎額

十査 定額からなり、
基礎額は一律１００万 円で査定額が営業利益 に連 動している。 １っの職能 資

格で評価が５段階に分かれ、 最高 の評
価を受けた人 は営 業利 益 のＯ，１Ｏ％ が査 定 額とな り、 最

低がＯ，０２％である。 最 も業 績 の良
か っ た１９８８年度 下期 に お ける査 定 額の 最高 （Ｏ．１Ｏ％） は

２２６．９万円で、 最低 （Ｏ．０３％） が６８．１万円だっ た。 従業員 約 ５７０人 のう
ち約 ９０ 人が、 こ の制

度の適用 対象である。

｛２〕 ジ ョ ン ソ ン

本稿の調査対象企業２７社の 中で、 最も古く から成果配分制度を採用 して いる の
が
、
ジョ ン

ソ ンであ 孔 米国Ｓ．
Ｃ．ジョ ンソ ン社の制 度を１９６３年に導入 し・「利益分配金制度」 のも

とで・

通常の賞与 （年間で月給６か月相当額） とは別個に期末手当が支給されている。 税引前当期純

利益から、１Ｏ％の資本利回り
（税引後） 相当 額を差し引いた額 の２５％ が、 管 理 職を 含む全 社

員に配分される手当の総額 となる。 式で示 せぱ次のようになる。

利益分配金総額

＝［税引前当期純利益一（期 首正味 資本×Ｏ．１）÷（１一税率）］ｘＯ．２５

この枠内 で、 所定の方式に 従って個人に 分配金 （期末手当） が支 給さ れる。 同社は６月 決算で

あり、 決算数値に基 づいて７月 に利益分 配金総額が社長か ら発表 され、 ９月 支給
となる。 期中

でも月次決算 が社内で公表 されるの で、 社員は当期純利益の 動きを常 に意識 している
という。

支給実績 は、１９８９年 が基 本給の３．８２か月 分 で、１９９０年は４．２３か月 分であった。

１３〕 内田 洋行

内田 洋行は、 賞与の支給月 数を３っ の会計数値
比率に連動 させた成 果 配分 制度 を１９７７年 か

ら採用 している。 基準となる会計数 値
比率は、

Ａ：人件費 配分率 （人件費／売 上総利益） と、

Ｂ：売上高経常利益率 （経常利益／売上高）、 およぴＣ：売上高総利益予算達成率 （売上総利

益実 績／予算売上総利 益） であ る。 まず、 これ らの
比率 を係 数化 する （たと え ぱＡ が５０％、

Ｂ が １．８％・ Ｃ が ８５％ な ら 各 々２０ 点 与 え ら れ る）。 た
だ し・ Ａ Ｂ Ｃ は 次 の よ う に ウ エ イ ト を 付

けられ、 業績係数合計点が算定さ れる。

業績係数合計点…Ａ＋（Ｂ＋ Ｃ）÷ ２

次に、 業績係数合計点と労働協約で示されている 「理論支給月数表」 を照らし合わせて、 賞与

の年間理論支給月数を決定する。 たとえぱ業績係数合計点が５０点ならぱ、 賞与の年間理論支

給月 数は５か月 となる。 そ して、 年闇理論支給月 数を各個人の成績 係 数 （Ｏ，８ か ら１．４ま で）

で調整して、 各個人に賞与 が支 給されるの である。 成績係数 は
「人事 考課表」 に基づいて算出

さ れ る。

３っの比率で用いられる会計数値 （予算額を除いて） は、 公表される損益計算書の数値を用
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いることになっている が、 年間賞与月 数の労使交渉が決 算 （７月 ２０日） 前に 行わ れる ため、

会社側は５月か６月 に決 算の見通しを提示 し、 ６月 下旬 に仮協 定が結 ぱれ、 夏の賞与が７月 に

支給される。 年間支給月 数の４５％が７月 に支給され、 残り が１２月 に支給される。 決算 が確 定

した後、 それに基
づいた本協 定が交わされる。 本協定で決定 した支給月 数と、 仮協定の月 数と

が異なれぱ、１２月 の賞与支 給時に調整されることになって いる。

１４〕 日本工営

日本工営は基準経常利益を設け、 当期の経常利益がその額を上回れぱ超過額の％を夏冬の賞

与 （年間で月 給５．４か月 相当 額） とは別に、 期末手当と して支給 する。 基準経常利益 は当該 期

間 における人件費総額の２６％ で設定 される。 期末手当支給 額の 算定 作業 は毎 年２月 か ら３月

に かけて行われ、 ４月 １日に支給 額が個人に通知されるが、 同社 は３月 決算であるため、 期 末

手当の 算定 で用 いられる当期 の経 常利 益額は２月 末に見積 もられた推定額となる。 推定額より

も決算 額が大きけれぱ、 差額 を生 産奨励金として支給する。 した がって実質的には、 公表され

る損益 計算書の数値 に基づい て成果 配分が行わ れていると考えてよ い。 算定された期 末手当額

の枠内で個人への支給額が所定の方式に基づき決定されるが、 組合員と管理職とでは決定方式

が異なっ ている。 組合員に対する１９８８年の 平均 支給 実績は、 組合員平均基本給の１．３４倍であっ

た
。

これ ら４っ の例 から・ 公表される 財務諸表の数値 が成果配分制度 でどのよ うに使用さ れるの

かが具体的 にわ かる。 会計数値が従業 員報酬 を左右する度合は、 成果配 分制度によっ て異なる

ことも確認 できる。 サンプルを２７社 （須田 ［１９９３］ の２３社と今回の４社） に広げてみよう。

賞与と して支給する 企業は１７社、 期末手当と して 支給するのは１Ｏ社である。 期末手当 と し

て支給する企業のうち７社 （７０％） は、 実績値と予算の差額 の一 定率を配分総額としている。

他方、 賞与と して支給す る企業のうち１５社 （８８％） は、 前記１ａ）また はｌｂ〕の 方法 を採用 してい

る。 っまり、 ①会計数値 と成果配分額 の関係が間接的 で、 かつ会計数値が従業員報酬に与える

影響も相対的に小さい グループと、 ②成果配分額が会計 数値に完全に依存 し、
かっ会計数値が

従業員報酬に与える影響 も大 きい グループからなる二極 構造 になっており、 後者が相対的に多

いことに注目 したい

ま た、 成果配分制度を導入 して１Ｏ年以上経過 した企業 は、１Ｏ社以上に及ぷ。 成 果配 分制 度

がイ ンセ ンティ ブシステムと して有効である証左となろう。

以 上、 本節では、 わが国に おける成果配分制度の歴史を簡単 に振返り、 現在どれだけの企業

が 成果 配分制度を採用 してい るかを確認し、 そして個別の制度 の内容を検討した。 その結果明

らかと なったことを列挙すれ ぱ、ｌａ〕成果配分制 度はわが国で古く から採用 されていた、ｌｂ〕現在

でも約％の企業が成果配分制度を適用 している、ｌＣ成果の測定基準として使用される会計数値

は公表される財務諸表の数値である、ｌｄ畔数以上の企業の成果配分額は完全に会計数値に依存

して いる、ｌｅ〕成 果配 分額が完全に会計 数値 に依存 している企業は、 そ れを賞与 として支給して
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いる、 旧 した がって、 そのような企業の従業員 報酬
は会計数値 の影 響が甚大である・ というこ

と に な る。

こ こに、 日 本企業における会計の報酬契約支 援機能が観 察され 孔
ただし・ 米国のようなボー

ナス制度仮説の検証は実施されておらず、 わが国企業の報酬制度と会計手続き選択の関係は明

ら か に な っ て い な い。

１Ｖ． 報酬制 度と会社統治機構

日米の企業ともに利 益連 動型 報酬制度をイ ンセ ンティ プシステムと して活用 して いる こと が

わかった。 しか し、 米国
企 業では経営者を対象に した利 益連動型報酬制度 が広く 設けられてい

るが、 そのような制度 を設けている企業は日本に
はなく、 む しろ従業員を対象 にした成果配 分

制 度 が 普 及 し て い る。 こ の 相 違 は 何 に 由 来 す る の だ ろ う。 こ こ で は 会 社 統 治 機 構 （ｃｏｒｐｏｒａｔｅ

ｇｏＶｅｍａｎＣｅ） と い う 視 点 か ら 分 析 す る。

三輪 ［１９９２］ に よれぱ、 企業 は
「利濁最大化型 企業」 と 「従業員管 理型 企業」 に大きく分類

することが可能 である。 利渥最大化型企業で は、 企業の所有者と して株主
が最終的な意患決定

権を保有 し行使す る。 株主は企業の利渥水準 に強い関心を持ち、 利渥最犬化を目的と した行動

を経営者に求 める。 したがって、 企業の目的 関数は利潤最大 化であると考えられ、 経営者に利

渥に応 じた報酬 を受け取らせる こと により、 利 潤最大 化 へ の誘 因を 与え る こ
と が適 切と なる

（三 輪 ［１９９２，５ 頁］）。

他方、 従業 員管理型
企業 の経営者 は 「従業員」 の代表 として還出され、 その意向 を第 一義 的

に重視して経営を行う。 株 主は経営者を自らの意向に従 わせるこ
とができな いだけでなく、 配

当以 外の形で利益を企業 から直接受け取ること （たとえ ぱ、 企業を解散 して
残余資産を分配す

ること） はない し、 さ らに配当額の上限が政府により 厳 しく制限さ
れる から、 企業が現実に獲

得する利益の水準 に株 主は関心を持たない （三輪［１９９２，３頁
］）。 した がっ て、 企業の目的 関数

は従業員一人当り の所 得を最大化することにあると 考え られ、 経 営者 に利 溜に応じた報酬を受

け取 らせる方式 を採用 する動機は生まれないの であ る （三輪 ［１９９２，
５頁］）。

このアナロジーを適用し、 米国企業が利潤最犬化型企業で日本企業が従業員管理型企業であ

るとすれ ぱ、 米国 企業に利益連動型経営者報酬 制度が普及 し、 日本企業には普及
しない （そ し

て従業員向けの利益連動型報酬制度が普及する） と考えられる。 会社統治機構の相違が利益連

動型報酬制度 の違いをもたら して いるのか もしれない。

Ｖ． 会計基準設 定に対するイ ン
プリケー ション

営業利 益に連動する成果配分制 度を設けている横河 ヒュー レッ トパッカ ー ド （須田 ［１９９３］

参照） は、１９８８年に利益配分 率を１２％から５．５％に変更 した。 その理由 は、
「製晶 原価 は ドル

建てのため、 営業利益 もここへきて為替 レートにより振 れ出 し、 従業員 の努力
とは直接関係の
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ない要因が影響するようになった」 か らだという （日本生産性本部 ［１９８９，
９３貢］）。 営業 利益

が従業員の努力と直接関係のない要因 で変動するようになったた め、 成果配分制度そのものを

後 退 さ せ た、 と い う こ と で あ る。

現在わが国で は外貨建金銭債権債務 を取引日 レー トで換算す ることが認められている。 横河

ヒュー レッ トパッカー ドのように、 為 替 レートの影響
をできる だけ排除して成果配分制度を効

果的に運営 しようとすれ ぱ、 労使と もに取引日 レー ト法
を選好する であ ろう。 ところが、 平成

７年５月 に企業会計審議会から新 しい外 貨建取引等会計処理基準 が公 表さ れ、 外貨 建長 期 金銭

債権債務 にっいて 「重要な為替差損」 を認識すること が求 められるようになった。 この基準が

厳密に適用されれ ぱ、 従来の成果配分 制度を見直すこ とが必腰 とな ろう。

現行の成果配分制度が企業にとって 最適なイ ンセ ンティ ブシステ ムなのであれぱ、 会計基準

の 変更で最適な状態が損なわれる可能性 がある。 最適なイ ンセ ンティ ブシステムが損なわれれ

ぱエイ ジェ ンシー費用が増加 し、 企業価 値は減少する。 そのコス トは当 該企 業の利害関係者す

べてが負担することになる。 このコス トも含めて、 会計基準設定の 経済 合理性が間われなけれ

ぱならないであろう。

［注］

１１〕 長 期 投 資 額 と は、 資 本 投資 と 研 究 開 発、 広 告、 お よ び そ の 他 の 長 期 項 目 に 対 す る 支 出 の 合計 額 であ

る （Ｌａｒｃｋｅｒ ［１９８３， ｐ．
４２７］）ｏ

１２〕 経 営 者 に 対 す る ボ ーナ ス制 度 を 米 国 で 最 初 に導 入 し た の は、 １９０２ 年 の Ｕｎｉｔｅｄ Ｓｔａｔｅｓ Ｓｔｅｅ１ で あ

る と いわ れ て い る （菅 野 ［１９８２，
２１９ 頁］）。
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